
次世代育成支援対策推進法に基づく認定制度

（くるみん・プラチナくるみん）について

滋 賀 労 働 局 雇 用 環 境 ・ 均 等 室



次世代育成支援対策推進法について

▶ 次世代育成支援対策推進法とは
次世代育成支援対策推進法(以下次世代法という)は、次代の社会を担う子どもが健やかに生ま

れ、育成される環境を整備することを目的として定められた法律です（平成１７年4月1日施行、令
和7年3月31日までの時限立法）。

この法律において、企業は、労働者の仕事と子育てに関する「一般事業主行動計画」（次頁参
照）を策定することとなっており、常時雇用する労働者が１０１人以上の企業は、この行動計画を
策定し、その旨を都道府県労働局に届け出ることが義務とされています。
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▶ 法制定・改正の背景

【社会背景】
■急速な少子化の進行
■「就労」と「結婚・出産・子育て」が「二社択一」的な構造である
■働き方の見直しによる「仕事と生活の調和」の実現と、包括的な次世代育成支援対策の枠組みを

構築する必要性
■子育て支援の充実、要保護児童に対する家庭的環境における養育の充実、地方自治体及び事業主

の取組の強化を行う必要性

次世代法の成立



株式会社A 行動計画
社員が仕事と子育てを両立させることができ、すべての社員がその能力を十分に
発揮できるようにするため、次のように行動計画を策定する。

１．計画期間 令和○年○月○日～令和○年○月○日

２．目標と取組内容・実施時期

目標１：計画期間内に、育児休業の取得率を次の水準以上にする。
男性社員・・・取得率を３０％以上にすること
女性社員・・・取得率を８０％以上にすること

＜対策＞
●令和○年○月～ 男性も育児休業を取得できることを周知するため、管理職を対象

とした研修の実施、対象男性社員への個別の制度周知・利用促進
●令和○年○月～ 育児休業の取得希望者を対象とした講習会の実施

目標２：小学校入学前までの子を持つ社員の短時間勤務制度を導入
する。

＜対策＞
●令和○年○月～ 社員のニーズの把握、検討開始
●令和○年○月～ 制度導入
●令和○年○月～ 社内広報誌や説明会による社員への短時間勤務制度の周知

目標３：令和○年○月までに、所定外労働を削減し、各月○時間未満
とするため、ノー残業デーを設定、実施する。

＜対策＞
●令和○年○月～ 社員へのアンケート調査
●令和○年○月～ 各部署毎に問題点の検討
●令和○年○月～ ノー残業デーの実施

管理職への研修（年○回）および社内広報誌による社員への周知

▶ 認定を目指し、両立支援対策の充実を目指す会社の例

【行動計画に盛り込むべき事項】
a)計画期間 b)目標 c)目標を達成するための目標と実施時期

【目標設定について】
○計画期間内に達成を目指すものとして、実情に見合った水準に

しましょう。

【行動計画を策定したら】
○社内周知を行いましょう。

（周知方法）事業所の見やすい場所への掲示・書面での配布・電子メールでの送付・
イントラネットへの掲載 など

○外部に公表しましょう。
（公表方法）厚生労働省が運営する「両立支援のひろば」への掲載・自社のホーム

ページへの掲載 など

【滋賀労働局への届出】
○行動計画を策定・変更したら、滋賀労働局雇用均等室へ届

け出てください。届出には、以下の事項の記載が必要です。
・一般事業主の氏名又は名称、主たる事業及び住所（法人の場合は、代表者の氏名）
・常時雇用する労働者の人数
・一般事業主行動計画を策定・変更した日（※変更した場合は、変更内容）
・一般事業主行動計画の計画期間
・達成しようとする目標及び取組の内容の概況
・一般事業主行動計画の労働者への周知方法
・一般事業主行動計画の外部への公表方法
・次世代育成支援対策の内容
・くるみん・プラチナくるみん認定申請予定の有無

一般事業主行動計画策定例
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くるみん・プラチナくるみん認定とは

▶ くるみん認定

次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画（次ページ参照）を策定し、その行動計画に定めた目
標を達成するなどの一定の要件を満たした場合、必要書類を添えて申請を行うことにより、「子育て
サポート企業」として厚生労働大臣（都道府県労働局長へ委任）の認定（くるみん認定）を受けるこ
とができます。

※ 認定を受けるためには、１０項目の認定基準を全て満たす必要があります。

▶ プラチナくるみん認定

くるみん認定企業のうち、より高い水準の取組を行った企業が、一定の要件を満たした場合、必要
書類を添えて申請を行うことにより、優良な「子育てサポート」企業として厚生労働大臣（都道府県
労働局長へ委任）の特例認定（プラチナくるみん認定）を受けることができます。

※ プラチナくるみん認定を受けるためには、事前にくるみん認定を受けている必要があります。
（プラチナくるみん認定の申請の対象となる行動計画よりも前の行動計画について、くるみ

ん認定を受けている必要があります。）
※ また、プラチナくるみん認定の申請ができる行動計画は、直近の行動計画に限ります。
※ 特例認定を受けるためには、１２項目の特例認定基準を全て満たす必要があります。



くるみん・プラチナくるみん認定のメリット①
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▶ 認定を受けた事業主には、以下のようなメリットがあります。

１ 認定の表示

くるみん認定・プラチナくるみん認定を受けた事業主は、厚生労働大臣が定める認定マークを以下
のものに付すことができ、両立支援を推進している事業主であることをＰＲできます。

・商品
・役務の提供の用に供するもの（サービス提供時に着用する制服など）
・商品、役務又は事業主の広告（会社案内など）
・商品又は役務の取引に用いる書類又は通信（名刺、封筒など）
・事業主の営業所、事務所その他の事業場
・インターネットを利用した方法により公衆の閲覧に供する情報（自社のホームページなど）
・労働者の募集の用に供する広告又は文書（求人票など）

認定を受けた事業主であることをPRすることにより、優秀な人材の確保や企業イメージの向上な
どにつながることが期待できます。

２ 公共調達における優遇措置

くるみん認定・プラチナくるみん認定を受けた事業主は、公共調達で加点評価を受けることができ、
有利になる場合があります。

公共調達における加点評価の仕組みは、各府省等において平成28年度に開始されています。なお、厚生労働省においては、平成28
年10月1日に制度が開始されています。個別の調達案件における加点評価については、各調達案件の担当にお問い合わせください。
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くるみん・プラチナくるみん取得のメリット②

３ 日本政策金融公庫による融資制度

「次世代育成支援対策推進法」に基づき、一般事業主行動計画の届出義務のない企業（常時雇用
する労働者が１００人以下）や、上記のうち、くるみん認定企業が、一定の要件を満たした場合に、
株式会社日本政策金融公庫（中小企業事業・国民生活事業）が実施する「働き方改革推進支援資金
（企業活力強化貸付）」を利用する場合、基準利率から引き下げを受けることができます。

日本政策金融公庫による融資制度の詳細については、以下のURLをご覧いただくか、日本政策金融公庫へ
お問い合わせください。

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/hatarakikata_m.html

４ 中小企業子ども・子育て支援環境整備助成事業

中小企業における子育て支援環境を整備する観点から、「くるみん認定」「プラチナくるみん認
定」を受けた中小企業（常時雇用する労働者が３００人以下）に対し、上限５０万円の助成金を支
給する「中小企業子ども・子育て支援環境整備助成事業」を実施しています（令和３年１０月から
令和９年３月まで）。

事業の詳細については、以下のURLをご覧いただくか、一般財団法人女性労働協会へお問い合わせください。

→くるみん助成ポータルサイト https://kuruminjosei.jp/



① 自社の現状や労働者のニーズの把握

② ①を踏まえた行動計画（一般事業主行動計画）の策定

③ 行動計画の社内周知、公表

④ 行動計画を策定した旨の都道府県労働局への届出

⑤ 行動計画の実施

（くるみん認定を申請する場合）
⑥ 行動計画期間の終了後、都道府県労働局へのくるみん認定の申請

⑦ 「子育てサポート企業」としてくるみん認定 くるみんマークの付与

（プラチナくるみん認定を申請する場合）
⑧ くるみん認定後の行動計画の期間終了後、都道府県労働局へプラチナくるみん認定の申請

⑨ 優良な「子育てサポート企業」として認定 プラチナくるみんマークの付与

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策
定・届出の詳しい手順や届出様式は以下を参照下さい。

★厚生労働省ホームページ
「一般事業主行動計画の策定・届出等について」

https://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/index.html

認定までの流れ
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くるみん認定基準 プラチナくるみん認定基準

１ 雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な一般事業主行動計画を策定したこと。

２ 行動計画の計画期間が、２年以上５年以下であること。

３ 行動計画を実施し、計画に定めた目標を達成したこと。

４ 平成２１年４月1日以降に策定・変更した行動計画を公表し、労働者への周知を適切に行っていること。

５ 男性の育児休業等取得について、次の①又は②を満たすこと
① 計画期間において、男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に対する育児休業等を取得

した者の割合が７％以上であること
② 計画期間において、男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に対する育児休業等を取得

した者及び育児休業等に類似した企業独自の休暇制度を利用した者の割合が15％以上であり、か
つ、育児休業等をした者の数が１人以上いること

＜労働者数300人以下の企業は特例があります＞

５ 男性の育児休業等取得について、次の①又は②を満たすこと
① 計画期間において、男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に対する育児休業等を取得

した者の割合が１３％以上
② 計画期間において、男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に対する育児休業等を取得

した者及び育児休業等に類似した企業独自の休暇制度を利用した者の割合が３０％以上、かつ、育
児休業等を取得した者が１人以上いること。

＜労働者数300人以下の企業は特例があります＞

６ 計画期間において、女性労働者の育児休業等取得率が、75％以上であること。 ＜労働者数300人以下の企業は特例があります＞

７ ３歳から小学校就学前の子を育てる労働者について、「育児休業に関する制度、所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措置又は始業時刻変更等の措置に準ずる制度」を講じている。

８ 労働時間数について、次の①及び②を満たすこと
① フルタイムの労働者等の法定時間外・法定休日労働時間の平均が各月45時間未満であること。
② 月平均の法定時間外労働60時間以上の労働者がいないこと。

９ 次の①～③のいずれかを具体的な成果に係る目標を定めて実施していること。
① 所定外労働の削減のための措置
② 年次有給休暇の取得の促進のための措置
③ 短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他の働き方の見直しに資する多様な労働条件の整

備のための措置
※必ずしも一般事業主行動計画に目標を定める必要はありません

９ 左記くるみん認定基準の①～③すべてに取り組み、①又は②について数値目標を定めて実施し、達
成すること。

１０ 計画期間において、
① 子を出産した女性労働者のうち、子の１歳誕生日に在職（育休中を含む）している者の割合が

９０％以上
② 子を出産した女性労働者及び子を出産する予定であったが退職した女性労働者のうち、子の１歳

誕生日に在職（育休中を含む）している者の割合が５５％以上のいずれかを満たすこと。
＜労働者数300人以下の企業は特例があります＞

１１ 育児休業等を取得し又は子育てをする女性労働者が就業を継続し、活躍できるよう、能力向上や
キャリア形成のための支援などの取組の計画を策定し、これを実施していること。

１０ 法および法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと １２左記基準と同一

▶ 認定基準（現行）

プラチナくるみんは、
お好きな色を選んでいただけます（全1２色）

認定基準
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プラチナくるみん認定後、男女の育児休
業等取得率など「次世代育成支援対策の
実施状況」を毎年公表しなければならな
い（変更なし）。

くるみん・プラチナくるみん・トライくるみん（共通）

◆女性の育児休業取得率 75％以上
◆労働時間数

フルタイム労働者の月平均時間外・休日労働 45時間未満
全労働者の月平均時間外労働 60時間未満

▶ 主な認定基準

プラチナくるみん

くるみん・プラチナくるみん認定の改正及び新たな認定制度の創設について

男性の育児休業等取得率

育児休業 7％以上 → 10％以上
又は

育児休業＋育児目的休暇
15％以上 → 20％以上

くるみん トライくるみん（創設）

男性の育児休業等取得率

育児休業 13％以上 → 30％以上
又は

育児休業＋育児目的休暇
30％以上 → 50％以上

男性の育児休業等取得率

育児休業 7％以上
又は

育児休業＋育児目的休暇
15％以上男女の育児休業等取得率を厚生労働省

のウェブサイト「両立支援のひろば」
（https://ryouritsu.mhlw.go.jp/）

で公表すること（新規）。

女性の継続就業率
出産した女性労働者のうち、子の１歳時

点在職者割合 90％以上（変更なし）
又は

出産した女性労働者及び出産予定だった
が退職した女性労働者のうち、子の１歳時
点在職者割合 55％以上 → 70％以上

※認定マークは決定後お知らせします。

※「両立支援のひろば」では、両立支援に取り組む企業の事例
検索や自社の両立支援の取組状況の診断等が行えます。

新たに、不妊治療と仕事との両立に関する認定制度が創設されます。 ※愛称、認定マークは決定後
お知らせします。
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滋賀県内の認定状況

▶ くるみん認定企業の推移 ～令和３年は、くるみん認定企業が増えています～
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滋賀県内におけるくるみん認定企業数の推移
（※初回認定企業のみ計上）

R3.12
現在７１社

〈各年の認定企業数〉
年 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3.12

認定企業数 1 2 1 2 6 6 7 6 6 6 2 5 7 5 9

▶ プラチナくるみん認定取得企業
認定年 企業名 所在地 業種 従業員（認定時）

平成28年 株式会社滋賀銀行 大津市 金融業 ３，２４４人

平成28年 古河ＡＳ株式会社 犬上郡甲良町 製造業 １，４８０人

平成31年 日本電気硝子株式会社 大津市 製造業 ２，１１１人

令和３年 サンメディカル株式会社 守山市 製造業 １２５人

令和３年 甲賀高分子株式会社 湖南市 製造業 ９２人
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よくあるご質問

Q 認定は何度も受けられますか。
A くるみん認定については、行動計画を実施した都度、申請を行うことにより、その行動計画ごとに認定を受け

ることができます。認定を受けた回数に応じて、くるみんマークの星の数が増えます。プラチナくるみん認定に
ついては、１回のみ受けることができます。

Q 男性の育児休業は、何日以上取得しなければならない、といった要件はありますか。
A そのような要件はなく、１日の休業を申し出、休業すれば足ります。

Q 「育児休業等に類似した企業独自の休暇制度」とは、具体的にはどういった制度ですか。
A 配偶者出産休暇、子の保育園や学校行事のための休暇、法を上回る育児休業制度などが考えられます。

Q プラチナくるみんを受けるには、企業にとってどういった点が難しいのですか。
A 若年層の少ない企業にとっては、たまたまある年に育休者が出てくるみんを取得できても、その後２～３年間

出産者又は配偶者が出産した者がおらず、男性・女性とも育児休業等の取得率（特例認定要件⑤及び⑥）を満た
すことが難しいです。また、育児関係制度の利用実績がある、というだけではなく、休業後においても、女性が
育児をしつつ継続勤務できているという実績と、育児がキャリアの妨げにならないための高い水準の取組が求め
られているため、特例認定要件⑩及び⑪を満たすことが難しいです。

Q 女性労働者がいないのですが、くるみん認定を受けることはできないのでしょうか。

A 認定要件６を満たさないため、認定を受けることはできません。


